
株主メモ

お問い合せは、下記までご連絡ください。

事 業 年 度

定時株主総会

株主確定基準日

単 元 株 式 数

会 計 監 査 人

株主名簿管理人

郵便物送付先

お 問 合 せ 先

公 告 方 法

上 場 市 場

証 券 コ ー ド

毎年4月1日から翌年3月31日まで

6月中に開催

（1）定時株主総会、期末配当金　3月31日

（2）中間配当金　9月30日

（3）その他必要のある時はあらかじめ公告して定めた日　

100株

ひびき監査法人

東京都千代田区丸の内一丁目4番１号

三井住友信託銀行株式会社

〒168－0063　東京都杉並区和泉二丁目8番4号

三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

フリーダイヤル　0120－782－031

ホームページアドレス　http://www.smtb.jp/personal/agency/index.html

電子公告の方法により下記のミヤコホームページに掲載します。

但し、やむを得ない事由が生じた場合は日本経済新聞に掲載します。

ホームページアドレス　http://www.miyako-inc.jp/ ir/ index.htm

東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ

3424

株主メモ

潤 い の 創 造
私たち人間は、水の「潤い」の恩恵により
この世に生を受け生きています。ミヤコは、
水との関わりが極めて深い事業に携わる
立場から、水がもたらす「潤い」という考え
方を重視し、「共存共栄」「共生の精神」を
行動原理とし、人を育て、製品やシステムを
開発し、その価値を広く社会にお届けして
いくことを使命と考えています。

平成28年4月1日～平成29年3月31日
第67期　報告書
う る お い 通 信

〒530‒0043 大阪市北区天満1丁目6番7号   ミヤコ株式会社　管理部総務課
TEL 06-6352-6931 FAX 06-6354-0031　URL http://www.miyako-inc.jp

証券コード：3424
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株主のみなさまへ

今後の取り組みについて次期の見通しについて

代表取締役社長

束田　　勝
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第67期の業績概況について

◎業種の概況

◎次期の見通し

27.0

株主のみなさまには、平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼

申しあげます。

ここに第67期（平成28年4月1日から平成29年3月31日まで）

の決算並びに事業の概況についてご報告申しあげます。

当事業年度における住宅・非住宅向けの管工機材業界におき

ましては、住宅ローンの低金利や都市部を中心としたマンション

建設の増加などを背景に新設住宅着工戸数は前期比で増加して

おり堅調な動きが見られるものの、同業企業間での価格競争が

依然として続いており厳しい状況で推移いたしました。

このような状況のなか、当社ではブランド力のさらなる向上を

図るべく、ユーザーニーズに応えた新製品やアイデア製品の開

発をはじめ、商品やサービスなどの情報発信力の強化、ニッチ商

品の品揃えの充実などに取り組み、全社をあげて業績の向上に

努めてまいりました。

この結果、当事業年度における売上高は49億5千7百万円（前

期比1.6％増）となりました。利益面では、営業利益3億4千6百

万円（前期比2.4％増）、経常利益3億6千万円（前期比1.0％増）

となり、当期純利益は2億4千万円（前期比13.3％増）となりまし

た。

市場環境としましては、低金利の住宅ローンの継続や政府によ

る住宅取得優遇制度などにより、新築市場やリフォーム市場は堅

調に推移することが予想され、非住宅向けの市場におきましても、

日本経済の緩やかな回復にあわせ、堅調に推移することが期待さ

れます。しかしながら、為替相場などによる原油・金属材料価格

の動向や物価の上昇による個人消費の伸び悩みが懸念されてお

り、依然として先行きは不透明な状況が続くと思われます。

このような見通しのもと、当社はユーザーニーズに応えた新製

品やアイデア製品の開発をはじめ、商品やサービスなどの情報発

信力の強化、ニッチ商品の品揃えの充実などに取り組み、収益の

向上に努めてまいります。

次期の業績につきましては、売上高は51億5千万円（前期比

3.9％増）、経常利益4億円（前期比10.9％増）、当期純利益は2億

7千7百万円（前期比15.4％増）を予想しております。

今後の事業環境の見通しにつきましては、少子高齢化や住宅

の長寿命化により住宅の新築市場は縮小傾向にあり、厳しい環

境が予想されます。このような環境のなか当社といたしまして

は、新築市場向けの製品だけではなくリフォーム市場向けの製

品の開発及び取扱いに努めてまいります。

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要政策

と認識し、将来の事業展開と経営体質強化のために必要な内

部留保を確保しつつ、業績に応じた適正な配当水準の維持向

上に努めることを基本方針としております。

また、内部留保金につきましては、財務体質の強化を図りな

がら、事業拡大のための研究開発費用や設備投資等に役立て

る考えであります。

配当につきましては、株主への利益還元策の一環として、中

間配当金は1株につき10円を行い、期末配当金は1株につき

普通配当15円に70周年記念配当2円を加え、17円とさせてい

ただきました。

また、次期の年間配当金は、１株につき普通配当25円（中間

配当金10円、期末配当金15円）を予定しております。
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貸借対照表
前 事 業 年 度

（平成28年3月31日現在）
当 事 業 年 度

（平成29年3月31日現在）
前 事 業 年 度当 事 業 年 度

科　　目 科　　目科　　目

（ 資 産 の 部 ）

前 事 業 年 度
（平成28年3月31日現在）

当 事 業 年 度
（平成29年3月31日現在）

（ 負 債 の 部 ）

（単位：千円） （単位：千円）

3,982,847
1,454,988

692,560
349,982
719,584
696,105
11,085
10,883
34,213
13,844
△400

893,099
399,385
45,992

522
1,749
7,826

343,294
18,352
13,390
4,961

475,361
247,645

150
25

129
30,806

130,330
54,034
12,624
△383

4,875,947

1,322,626

63,999

　514,833

357,528

200,000

48,884

21,302

63,101

8,841

3,135

41,000

85,173

79,103

6,070

1,407,800

3,373,301

564,952

119,774

4,793,359

△2,104,783

94,845

3,468,147

4,875,947

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
貯 蔵 品
前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
車 両 運 搬 具
工具、器具及び備品
土 地

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
電 話 加 入 権

投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
出 資 金
破産更生債権等
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
保 険 積 立 金
敷金及び保証金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

資 産 合 計

売 上 高
売 上 原 価

売 上 総 利 益
販売費及び一般管理費

営 業 利 益
営 業 外 収 益
営 業 外 費 用

経 常 利 益
特 別 損 失
税引前当期純利益

法人税、住民税及び事業税
法人税等調整額

当 期 純 利 益

流 動 負 債

支 払 手 形

電 子 記 録 債 務

買 掛 金

短 期 借 入 金

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

預 り 金

賞 与 引 当 金

固 定 負 債

役員退職慰労引当金

預 り 保 証 金

負 債 合 計

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

評価・換算差額等

純 資 産 合 計

負 債 純 資 産 合 計

（ 純 資 産 の 部 ）

自平成28年4月1日
至平成29年3月31日

（単位：千円）

( ) 自平成27年4月1日
至平成28年3月31日( )

損益計算書

評価・換算差額等
純資産

合　計

株 　 主 　 資 　 本
資 本 剰 余 金

平成28年4月1日期首残高

564,952 118,386 1,388 119,774 68,339 2,100,000 2,625,019 4,793,359 △2,104,783 3,373,301 94,845 94,845 3,468,147

－ － － － － － △138,511168,586 168,586 30,074 12,415 12,415 42,489

平成29年3月31日期末残高

事業年度中の変動額合計

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当

当 期 純 利 益

自己株式の取得

△71,517

240,103

△71,517

240,103

12,415 12,415

△71,517

240,103

△138,511

12,415

△71,517

240,103

△138,511

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額

（純    額）

資本金
資本準備金 利益準備金

別途積立金 繰越利益剰余金
その他利益剰余金 自己株式 株　　主

資本合計その他
資本剰余金

資本剰余金
合　計

利益剰余金
合　計

利 益 剰 余 金 そ の 他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

株主資本等変動計算書

前 事 業 年 度当 事 業 年 度
科　　目

営 業 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー

投 資 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー

財 務 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物の
増減額（△は減少）

現金及び現金同等物の
期 首 残 高

現金及び現金同等物の
期 末 残 高

自平成28年4月1日
至平成29年3月31日

（単位：千円）

（単位：千円）
当事業年度（自 平成28年4月1日　至 平成29年3月31日）

( ) 自平成27年4月1日
至平成28年3月31日( )

キャッシュ・フロー計算書

 4,877,688
3,342,680
1,535,007
1,196,748

338,258
37,911
18,964

357,205
20,349

336,856
124,000

984
211,872

249,895

△30,893

△73,312

145,689

1,301,726

1,447,415

3,940,213
1,447,415

700,662
308,629
717,983
707,920

1,392
9,265

34,233
13,410
△700

901,266
411,099
48,719

657
3,270

15,157
343,294

28,192
｠23,230

4,961
461,974
229,760

150
0

97
36,683

124,587
54,356
16,698
△360

4,841,480

1,336,264

132,152

443,159

373,968

200,000

53,632

22,085

65,050

－

3,214

43,000

79,558

73,488

6,070

1,415,823

3,343,227

564,952

119,774

4,624,772

△1,966,271

82,430

3,425,657

4,841,480

4,957,474
3,406,654
1,550,819
1,204,609

346,210
34,818
20,422

360,606
4,074

356,531
116,000

428
240,103

228,825

△11,210

△210,042

7,573

1,447,415

1,454,988

564,952 118,386 1,388 119,774 68,339 2,100,000 2,456,433 4,624,772 △1,966,271 3,342,227 82,430 82,430 3,425,657

△138,511
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財 務 諸 表
FINANCIAL STATEMENTS

財 務 諸 表
FINANCIAL STATEMENTS

貸借対照表
前 事 業 年 度

（平成28年3月31日現在）
当 事 業 年 度

（平成29年3月31日現在）
前 事 業 年 度当 事 業 年 度

科　　目 科　　目科　　目

（ 資 産 の 部 ）

前 事 業 年 度
（平成28年3月31日現在）

当 事 業 年 度
（平成29年3月31日現在）

（ 負 債 の 部 ）

（単位：千円） （単位：千円）

3,982,847
1,454,988

692,560
349,982
719,584
696,105
11,085
10,883
34,213
13,844
△400

893,099
399,385
45,992

522
1,749
7,826

343,294
18,352
13,390
4,961

475,361
247,645

150
25

129
30,806

130,330
54,034
12,624
△383

4,875,947

1,322,626

63,999

　514,833

357,528

200,000

48,884

21,302

63,101

8,841

3,135

41,000

85,173

79,103

6,070

1,407,800

3,373,301

564,952

119,774

4,793,359

△2,104,783

94,845

3,468,147

4,875,947

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
貯 蔵 品
前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
車 両 運 搬 具
工具、器具及び備品
土 地

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
電 話 加 入 権

投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
出 資 金
破産更生債権等
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
保 険 積 立 金
敷金及び保証金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

資 産 合 計

売 上 高
売 上 原 価

売 上 総 利 益
販売費及び一般管理費

営 業 利 益
営 業 外 収 益
営 業 外 費 用

経 常 利 益
特 別 損 失
税引前当期純利益

法人税、住民税及び事業税
法人税等調整額

当 期 純 利 益

流 動 負 債

支 払 手 形

電 子 記 録 債 務

買 掛 金

短 期 借 入 金

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

預 り 金

賞 与 引 当 金

固 定 負 債

役員退職慰労引当金

預 り 保 証 金

負 債 合 計

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

評価・換算差額等

純 資 産 合 計

負 債 純 資 産 合 計

（ 純 資 産 の 部 ）

自平成28年4月1日
至平成29年3月31日

（単位：千円）

( ) 自平成27年4月1日
至平成28年3月31日( )

損益計算書

評価・換算差額等
純資産

合　計

株 　 主 　 資 　 本
資 本 剰 余 金

平成28年4月1日期首残高

564,952 118,386 1,388 119,774 68,339 2,100,000 2,625,019 4,793,359 △2,104,783 3,373,301 94,845 94,845 3,468,147

－ － － － － － △138,511168,586 168,586 30,074 12,415 12,415 42,489

平成29年3月31日期末残高

事業年度中の変動額合計

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当

当 期 純 利 益

自己株式の取得

△71,517

240,103

△71,517

240,103

12,415 12,415

△71,517

240,103

△138,511

12,415

△71,517

240,103

△138,511

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額

（純    額）

資本金
資本準備金 利益準備金

別途積立金 繰越利益剰余金
その他利益剰余金 自己株式 株　　主

資本合計その他
資本剰余金

資本剰余金
合　計

利益剰余金
合　計

利 益 剰 余 金 そ の 他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

株主資本等変動計算書

前 事 業 年 度当 事 業 年 度
科　　目

営 業 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー

投 資 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー

財 務 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物の
増減額（△は減少）

現金及び現金同等物の
期 首 残 高

現金及び現金同等物の
期 末 残 高

自平成28年4月1日
至平成29年3月31日

（単位：千円）

（単位：千円）
当事業年度（自 平成28年4月1日　至 平成29年3月31日）

( ) 自平成27年4月1日
至平成28年3月31日( )

キャッシュ・フロー計算書

 4,877,688
3,342,680
1,535,007
1,196,748

338,258
37,911
18,964

357,205
20,349

336,856
124,000

984
211,872

249,895

△30,893

△73,312

145,689

1,301,726

1,447,415

3,940,213
1,447,415

700,662
308,629
717,983
707,920

1,392
9,265

34,233
13,410
△700

901,266
411,099
48,719

657
3,270

15,157
343,294

28,192
｠23,230

4,961
461,974
229,760

150
0

97
36,683

124,587
54,356
16,698
△360

4,841,480

1,336,264

132,152

443,159

373,968

200,000

53,632

22,085

65,050

－

3,214

43,000

79,558

73,488

6,070

1,415,823

3,343,227

564,952

119,774

4,624,772

△1,966,271

82,430

3,425,657

4,841,480

4,957,474
3,406,654
1,550,819
1,204,609

346,210
34,818
20,422

360,606
4,074

356,531
116,000

428
240,103

228,825

△11,210

△210,042

7,573

1,447,415

1,454,988

564,952 118,386 1,388 119,774 68,339 2,100,000 2,456,433 4,624,772 △1,966,271 3,342,227 82,430 82,430 3,425,657

△138,511



0605

新製品・トピックス
NEW PRODUCTS / TOPICS

会 社・株 式 情 報
COMPANY & STOC INFORMATION

ブレードホースと止水栓を45度で接続する
ことができます。水栓取替えの際に、既設の
止水栓との距離が合わないときにブレード
ホースへの負荷を低減します。

管端防食継手（コア継手）も対応できる樹脂製
のテストプラグです。Oリングタイプも有り、
シールテープ不要で水圧テストが可能です。

株式数及び株主数 （平成２9年３月３１日現在）

主な事業所・ネットワーク （平成２9年３月３１日現在）

会社の概要（平成２9年３月３１日現在）

株式分布状況 （平成２9年３月３１日現在）

住所変更、単元未満株式の買取・買増等のお申出先について

株主様の口座のある証券会社にお申出ください。
なお、証券会社に口座がないため、特別口座が開設されました株主様は、特別口座の口座管理
機関である三井住友信託銀行株式会社にお申出ください。

未払配当金の支払いについて

株主名簿管理人である三井住友信託銀行株式会社にお申出ください。

商 号
所 在 地
設 立
資 本 金
代 表 者
事 業 所

取引銀行

事業内容

ミヤコ株式会社
大阪市北区天満1丁目6番7号
1951年１月
5億6，495万円
束田　勝
全国13拠点

三井住友銀行・三菱東京ＵＦＪ銀行
三井住友信託銀行・百十四銀行
住宅の水まわりパーツの開発・設計・販売

発行可能株式総数

発 行 済 株 式 総 数

株 主 数

13,900,000株

4,587,836株

320名

役  員 （平成２9年６月29日現在）

代表取締役社長
取 締 役
取 締 役
社 外 取 締 役
常 勤 監 査 役
社 外 監 査 役
社 外 監 査 役

束 　 田 　 　 　 勝
石 　 原 　 利 　 幸
堀 　 川 　 富 士 夫
菊 　 山 　 勝 　 久
多 谷 本 　 昌 　 利
木 　 下 　 威 　 英
田 野 瀬 　 　 　 博

札幌営業所

仙台営業所
埼玉営業所
千葉営業所

大阪第2物流センター

大阪物流センター
大阪営業所

広島営業所

本社

名古屋営業所

福岡営業所 横浜営業所
多摩営業所

個人・その他
（自己株式を含む）
3,394.0千株
　　 （73.97％）

証券会社
6名（1.88％）

外国人
2名（0.63％）

金融機関
5名（1.56％）

その他国内法人
13名（4.06％）

個人・その他
（自己株式を含む）
294名（91.87％）

新　製　品

証券会社
4.0千株（0.09％）

金融機関
296.0千株（6.45％）

外国人
3.6千株（0.08％）

その他国内法人
890.2千株（19.41％）

ト ピック ス

前回好評をいただいた商品の動画説明（QRコード）の掲載数を大幅に増加させ、
より分かりやすくなりました。
他の企業には無いボリュームで利用者の方々に、ご提供しております。

総合カタログ VOL60 好評発刊中

　

S2VAGK 袋ナット付アダプタ 45度エルボ

混合栓下のブレードホースと
止水栓の間に使用。

用途 ■

効 果効 果

V133C テストプラグ

用途 ■ 給水、給湯配管後の
水圧検査のプラグで使用。

所有者別
株式数分布

所有者別
株主数分布
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新製品・トピックス
NEW PRODUCTS / TOPICS

会 社・株 式 情 報
COMPANY & STOC INFORMATION

ブレードホースと止水栓を45度で接続する
ことができます。水栓取替えの際に、既設の
止水栓との距離が合わないときにブレード
ホースへの負荷を低減します。

管端防食継手（コア継手）も対応できる樹脂製
のテストプラグです。Oリングタイプも有り、
シールテープ不要で水圧テストが可能です。

株式数及び株主数 （平成２9年３月３１日現在）

主な事業所・ネットワーク （平成２9年３月３１日現在）

会社の概要（平成２9年３月３１日現在）

株式分布状況 （平成２9年３月３１日現在）

住所変更、単元未満株式の買取・買増等のお申出先について

株主様の口座のある証券会社にお申出ください。
なお、証券会社に口座がないため、特別口座が開設されました株主様は、特別口座の口座管理
機関である三井住友信託銀行株式会社にお申出ください。

未払配当金の支払いについて

株主名簿管理人である三井住友信託銀行株式会社にお申出ください。

商 号
所 在 地
設 立
資 本 金
代 表 者
事 業 所

取引銀行

事業内容

ミヤコ株式会社
大阪市北区天満1丁目6番7号
1951年１月
5億6，495万円
束田　勝
全国13拠点

三井住友銀行・三菱東京ＵＦＪ銀行
三井住友信託銀行・百十四銀行
住宅の水まわりパーツの開発・設計・販売

発行可能株式総数

発 行 済 株 式 総 数

株 主 数

13,900,000株

4,587,836株

320名

役  員 （平成２9年６月29日現在）

代表取締役社長
取 締 役
取 締 役
社 外 取 締 役
常 勤 監 査 役
社 外 監 査 役
社 外 監 査 役

束 　 田 　 　 　 勝
石 　 原 　 利 　 幸
堀 　 川 　 富 士 夫
菊 　 山 　 勝 　 久
多 谷 本 　 昌 　 利
木 　 下 　 威 　 英
田 野 瀬 　 　 　 博

札幌営業所

仙台営業所
埼玉営業所
千葉営業所

大阪第2物流センター

大阪物流センター
大阪営業所

広島営業所

本社

名古屋営業所

福岡営業所 横浜営業所
多摩営業所

個人・その他
（自己株式を含む）
3,394.0千株
　　 （73.97％）

証券会社
6名（1.88％）

外国人
2名（0.63％）

金融機関
5名（1.56％）

その他国内法人
13名（4.06％）

個人・その他
（自己株式を含む）
294名（91.87％）

新　製　品

証券会社
4.0千株（0.09％）

金融機関
296.0千株（6.45％）

外国人
3.6千株（0.08％）

その他国内法人
890.2千株（19.41％）

ト ピック ス

前回好評をいただいた商品の動画説明（QRコード）の掲載数を大幅に増加させ、
より分かりやすくなりました。
他の企業には無いボリュームで利用者の方々に、ご提供しております。

総合カタログ VOL60 好評発刊中

　

S2VAGK 袋ナット付アダプタ 45度エルボ

混合栓下のブレードホースと
止水栓の間に使用。

用途 ■

効 果効 果

V133C テストプラグ

用途 ■ 給水、給湯配管後の
水圧検査のプラグで使用。

所有者別
株式数分布

所有者別
株主数分布



株主メモ

お問い合せは、下記までご連絡ください。

事 業 年 度

定時株主総会

株主確定基準日

単 元 株 式 数

会 計 監 査 人

株主名簿管理人

郵便物送付先

お 問 合 せ 先

公 告 方 法

上 場 市 場

証 券 コ ー ド

毎年4月1日から翌年3月31日まで

6月中に開催

（1）定時株主総会、期末配当金　3月31日

（2）中間配当金　9月30日

（3）その他必要のある時はあらかじめ公告して定めた日　

100株

ひびき監査法人

東京都千代田区丸の内一丁目4番１号

三井住友信託銀行株式会社

〒168－0063　東京都杉並区和泉二丁目8番4号

三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

フリーダイヤル　0120－782－031

ホームページアドレス　http://www.smtb.jp/personal/agency/index.html

電子公告の方法により下記のミヤコホームページに掲載します。

但し、やむを得ない事由が生じた場合は日本経済新聞に掲載します。

ホームページアドレス　http://www.miyako-inc.jp/ ir/ index.htm

東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ

3424

株主メモ

潤 い の 創 造
私たち人間は、水の「潤い」の恩恵により
この世に生を受け生きています。ミヤコは、
水との関わりが極めて深い事業に携わる
立場から、水がもたらす「潤い」という考え
方を重視し、「共存共栄」「共生の精神」を
行動原理とし、人を育て、製品やシステムを
開発し、その価値を広く社会にお届けして
いくことを使命と考えています。

平成28年4月1日～平成29年3月31日
第67期　報告書
う る お い 通 信

〒530‒0043 大阪市北区天満1丁目6番7号   ミヤコ株式会社　管理部総務課
TEL 06-6352-6931 FAX 06-6354-0031　URL http://www.miyako-inc.jp

証券コード：3424


